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短期入所とは

１ 障害者短期入所事業の根拠

『障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）』の第５条第８項に次のとおり

定められています。

「「短期入所」とは、居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者支援施設その他の厚生労働省令

で定める施設への短期間の入所を必要とする障害者等につき、当該施設に短期間の入所をさせ、入浴、排せつ又は食事

の介護その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう。」

２ 短期入所の利用者像

自宅において介助を行う者が病気などの理由により介助を行うことができない場合、障害者支援施設、児童福祉施設等

への短期間の入所を必要とする障害者等

①障害支援区分１以上である障害者

②障害児に必要とされる支援の度合いに応じてこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める区分における
 区分１以上に該当する障害児

３ 短期入所における支援

入浴、排せつ、食事、着替え、移動等の介助、見守りやその他必要な支援
１



利用者・事業者と関係機関等

○「東京都」：都は、法人からの申請に基づき、短期入所事業者の指定や届け出ている申請内容などの変更手続きを行います。また、短期入所運
  営法人に対して運営指導や助言等を行います。短期入所運営所管である居住支援担当では、地区別に担当者を設置しており、短期入所の運
  営に係る相談などを受けています。
○「区市町村」：支給決定の実施主体として、短期入所の利用を希望する障害者に対して、提出された計画案や勘案すべき事項をふまえ、支給決

  定をし、相談の支援等を行います。給付費等報酬の審査や助成などは、実主体である区市町村が行っています。
  また、虐待通報の窓口であるとともに、住民に最も身近な行政庁として苦情に対応する機関であることから、短期入所事業者に対して調査、運
  営指導、助言を行います。

短期入所事業者は利用者を支援
する関係機関と連携を図る必要
があります。

※概略図であり、実際は更に多くの
機関等との関係・連携・調整があります。

【相関関係概略図】
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職員の役割及び業務内容等

役割及び業務内容 勤務条件

管理者

【役割】
事業所の全体のマネジメント

【業務内容】

原則として管理業務に
従事するもの（支障が
ない場合は兼務可）

生活支援員等

【役割】
入所者の直接介助

【業務内容】
食事や入浴、排せつ等の介助、利用者の状況に応じ、就寝準備の確認、寝返りや排せつの支援等の
ほか、緊急時の対応等を行う。 等

非常勤や兼務も可能

・ 利用者の安全確保
・ 防犯、防災対策
・ 適切な職員配置
・ 損額賠償に関する業務
・ 行事、地域交流等の実施
・ 関係機関との連携
・ 職場環境の改善

・ 住居設備の維持管理と環境整備
・ 計画的な予算執行と運営管理
・ 事業報告書の提出
・ 利用者の健康管理(健康診断等)
・ 虐待防止や人権擁護に関する職員教育
・ 従業者の勤務・評価等の管理
・ 組織のルール作り

・ 利用者に対するアセスメント
・ サービス提供内容の管理    
・ サービス提供プロセスの管理
・ サービス提供記録の管理
・ 従業者の相談・助言
・ 利用者からの苦情の相談
・ 事業所内の支援に係る会議の開催

等 

３



運営上の基準（抜粋）

心身の状況等の把握

サービスの提供の記録

提供拒否の禁止

４

第１９条（準用）
指定短期入所事業者は、指定短期入所を提供した際は、当該指定短期入所の提供日、内容その他必要な事項を、その都度記録しなければならない。
指定短期入所事業者は、前項の規定による記録に際しては、支給決定障害者等から指定短期入所の提供を受けたことについて確認を受けなければならない。

★障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について
（平成18年9月29日厚生労働省令第171号）

★条例：東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成24年12月13日条例第155号）

第１１条（準用）
指定短期入所事業者は、正当な理由なく、指定短期入所の提供を拒んではならない。正当な理由がある場合とは以下のようなものです。

①当該事業所の現員からは利用申し込みに応じきれない場合
②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合
③当該事業所の運営規定において主たる対象とする障害の種別を定めている場合であって、これに該当しない者から利用申込みがあった場合、

 その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合
④入院治療が必要な場合

第１６条（準用）
指定短期入所事業者は、指定短期入所の提供に当たっては、利用者の心身の状況、置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の
把握に努めなければならない。



事故発生時の対応

身体拘束等の禁止

令和3年度報酬改定に伴い、令和４年度から身体拘束の適正化に関する以下の取組が義務化されました。
・ 身体拘束を行う場合、その態様、時間、状況ならびに理由等の記録
・ 対策を検討する委員会の定期的な開催と、検討結果の従業者への周知
・ 身体拘束の適正に関する指針の整備
・ 従業者への研修の実施

令和3年度の報酬改定に伴い、、令和６年度から「業務継続計画」の策定その他の取組が義務化されました。
短期入所は感染症や災害が発生した場合でも、利用者が継続してサービスの提供が受けられるよう、サービス提供を継続的に実施し、及び非常時の体制での業務再開を図る
ための「業務継続計画」を策定しなければなりません。
具体的には、
（ア）感染症に係る業務継続計画、及び
（イ）災害に係る業務継続計画を策定し、当該計画に従って、職員の研修及び訓練（シュミレーション）を年1回以上実施する
業務継続計画の内容としては、
（a）平時からの備え・対応（ライフライン途絶時の対策・必要品の備蓄）
（b）緊急体制を発動させる基準や初動対応
（c）関係機関や地域との連携・情報共有など

が挙げられます。

第３５－２条（準用） 

第４０条（準用） 

５

・指定短期入所事業者は、利用者に対する指定居宅介護の提供により事故が発生した場合は、速やかに都、区市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、当該事故の状況
及び処置についての記録その他必要な措置を講じなければならない。

・指定短期入所事業者は、利用者に対する指定居宅介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに損害賠償を行わなければならない。

業務継続計画の策定等

第３３－２条（準用） 



６

利用者に対する虐待及び不適切な支援は、利用者の身体及び人格を傷つける行為であるとともに、都における障害者(児)施設や居宅介護等の障害福祉サービス及びこれらを
運営する法人に対する社会的信用を大きく損なわせるものです。事業者は、利用者に対する虐待を早期に発見して迅速かつ適切な対応をしなければなりません。虐待に関わる
取組について、以下のとおり確認･徹底してください。
① 利用者の人権擁護･虐待防止のための体制

・ 運営規程への定めと職員への周知
・ 虐待防止の責任者を設置する等の体制整備
・ 虐待防止マニュアル等の作成、通報先等掲示物の周知徹底

② 人権意識、知識や技術向上のための研修の実施
・ 全職種を対象とした虐待防止や人権意識を高めるための研修
・ 障害特性を理解し適切に支援ができるような知識と技術を獲得するための研修
・ 事例検討

③ 虐待を防止するための取組
・ 管理者による日常的な支援場面の把握、風通しの良い職場作り
・ 非常勤職員を含めた全職種の職員に対する虐待防止マニュアルの周知徹底
・ 全職種の職員に対する、定期的な虐待防止チェックリストの実施とその活用

④ 通報義務について
・ 障害者虐待(疑い含む)については、障害者虐待防止法に基づき区市町村へ通報する義務がありますので、必ず区市町村に通報した上で行政と連携して対応してください。
・ また、虐待を含む事故等の発生時には、障害者総合支援法に基づき、直ちに必要な措置を講じるとともに、都に報告をしてください。

令和3年度報酬改定に伴い、令和４年度から虐待防止・権利擁護に関する以下の取組が義務化されました。
・ 虐待防止委員会の設置・開催と検討内容の従業者周知
・ 虐待防止等のための責任者の設置
・ 従業者への研修の実施

虐待防止

第40-2条（準用） ＜虐待防止法15条＞

＜虐待防止に向けたポイント＞
・「利用者本位の生活支援」を念頭に、常によりよい支援を目指して工夫していく組織風土を作る。
・一定の支援者に支援を任せたままにせず、複数の職員の視点を入れ、組織・チームで支援する体制を整える。
・支援時に感じた違和感や、大事には至らなかったが危険を感じた出来事などを、放置せず支援者間で共有できる体制を整える など



会計の区分

記録の整備

７

第４１条（準用）
・ 指定短期入所事業者は、各指定短期入所事業所ごとに経理を区分するとともに指定短期入所の事業の会計をその他の事業の会計とを区分しなければならない。

第４２条（準用）
・ 指定短期入所事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備しなければならない。
・ 指定短期入所事業者は、利用者に対する指定短期入所の提供に関する記録を整備し、当該記録に係る事象の完結の日から５年以上保存しなければならない。

勤務体制の確保等

第６８条（準用）
・ 指定短期入所事業所は、利用者に対し、適切な指定短期入所を提供できるよう、各指定短期入所事業所において、当該指定短期入所事業所の従業者の勤務の体制を定め

 ておかなければならない。
・ 指定短期入所事業者は、指定短期入所事業所において、当該指定短期入所事業所の従業者によって指定短期入所を提供しなければならない。ただし、利用者の支援に

 直接影響を及ぼさない業務についてはこの限りではない。
・ 指定短期入所事業者は従業者の資質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。
・ 指定短期入所事業者は職場におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント（以下「職場におけるハラスメント」という。）の防止のための雇用管理上の措置を講じること

が義務づけられている。



衛生管理等

掲示

第９０条（準用） 

８

令和３年度報酬改定に伴い、令和６年度から感染症の発生及びまん延の防止等に関する以下の取組が義務化されました。
・ 委員会の設置・開催と検討内容の周知
・ 感染症の発生及びまん延の防止等に関する指針の整備
・ 研修の実施
・ 訓練（シュミレーション）の実施

第９２条（準用）
・ 指定短期入所事業者は、指定短期入所事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務体制、協力医療機関その他の利用申込者のサービスの選択に資
すると認められる重要事項を掲示しなければならない。

非常災害対策

第７0条（準用）
・ 指定短期入所事業者は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害に関する具体的計画を策定し、また、非常災害時の関係機関へ

 の通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しなければならない。
・ 指定短期入所事業者は、非常災害に備えるため、定期的に避難訓練、救出訓練その他必要な訓練を行わなければならない。
・ 指定短期入所事業者は、避難、救出その他の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。



指定短期入所の取扱方針

第121条

９

・ 指定短期入所は、利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じ適切に提供されなければならない。
・ 指定短期入所事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。
（第57条第2項と同趣旨）

・指定短期入所事業所の従業者は、指定短期入所の提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又はその介護を行う者に対し、サービスの提供方法等について、
理解しやすいように説明を行わなければならない。（第25条第3項と同趣旨）
・指定短期入所事業者は、その提供する指定短期入所の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。

〈令和６年度報酬改定で下線部明記〉

（第57条第2項の解釈）
意思決定支援ガイドラインを踏まえて、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、意思
決定支援ガイドラインに掲げる次の基本原則に十分に留意しつつ、利用者の意思決定の支援に配慮すること。
ア 本人への支援は、自己決定の尊重に基づき行う。
イ 職員等の価値観においては不合理と思われる決定でも、他者への権利を侵害しない

 のであれば、その選択を尊重するように努める姿勢が求められる。
ウ 本人の自己決定や意思確認がどうしても困難な場合は、本人をよく知る関係者が集ま

 って、様々な情報を把握し、根拠を明確にしながら意思及び選好を推定する。
また、利用者が経験に基づいた意思決定ができるよう体験の機会の確保に留意するとともに、意思決定支援の
根拠となる記録の作成に努めること。

（第25条第3項の解釈）
本人の意思に反する異性介助がなされないよう、サービス提供責任者等がサービス提供に関する本人の意向を
把握するとともに、本人の意向を踏まえたサービス提供体制の確保に努めるべきものであること。
なお、把握した本人の意向については、サービス提供記録や面談記録等に記録するとともに、本人の意向を踏ま
えたサービス提供体制の確保について、人員体制の見直し等を含め必要な検討を行った結果、人員体制の確保
等の観点から十分に対応することが難しい場合には、その旨を利用者に対して丁寧に説明を行い、理解を得るよう
努めること。

★「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」
厚生労働省ウェブサイトをご参照ください。（https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12200000-
Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu/0000159854.pdf）

R6報酬改定

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12200000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu/0000159854.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12200000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu/0000159854.pdf


利用者負担額

◎「食事の提供に要する費用、光熱水費及び居室の提供に要する費用に係る利用料等に関する指針」
（平成１８年９月２９日厚生労働省告示第５４５号）

◎「障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて」
（平成１８年１２月６日障発第１２０６００２号等職通知（平成26年3月31日障発0331第22号改正厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知））

★文書により事前に説明を行い、文書により同意を得ること。また、運営規程への記載及び見やすい場所への掲示を行うこと

1０

●サービスを提供した場合の利用料は、厚生労働大臣が定める基準によって各区市町村長が定める額

●その他次に掲げる費用

○食事の提供に要する費用
・朝食 △円
・昼食 △円
・夕食 △円

※低所得者等については食材費のみ徴収。食事提供加算の算定については「第３章 6 【国報酬】各種加算について～個別～」を参照

○光熱水費 １日 △円

○日用品費 実費

○その他短期入所において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても必要となるものに係る費用であって、支給決定障害者等に
 負担させることが適当と認められるもの



【国報酬】各種加算について～概要～

Ｎｏ． 加算の種類
併用不可の
加算のNO

単位 届出
算定
対象

算定
方法

主な要件

1 短期利用加算 - 30 不要 特定者 日ごと 利用開始から30日以内の期間について、1年につき30日を限度に加算。

2
常勤看護職員等配置
加算

（１）

10・11・12・
13・14・15・
16・18・40・

41

10 必要 全員 日ごと

看護職員を常勤換算で1人以上配置

利用定員が6人以下の場合に加算

（２） 8 必要 全員 日ごと 利用定員が7人以上12人以下の場合に加算

（３） 6 必要 全員 日ごと 利用定員が13人以上17人以下の場合に加算

（４） 4 必要 全員 日ごと 利用定員が18人以上の場合に加算

3

医療的ケア対応支援加算

-

120

不要 特定者 日ごと
福祉型短期入所サービス費又は共生型短期入所（福祉型）サービス費を算定している事業所において、看護職員を必要とされる数以上
配置した上で、医療的ケア児者に対し指定短期入所を行った場合に、1日につき加算

4 - 不要 特定者 日ごと
福祉型短期入所サービス費（福祉型強化・福祉型強化特定）または共生型短期入所（福祉型強化）サービス費を算定している事業所に
おいて、医療的ケア児者に対し指定短期入所を行った場合に、1日につき加算

5
重度障害児・障害者対応支援
加算

- 30 不要 全員 日ごと

福祉型短期入所サービス費（福祉型・福祉型強化・福祉型強化特定）又は共生型短期入所（福祉型・福祉型強化）サービス費を算定し
ている事業所において、障害支援区分5以上又は障害児支援区分3に該当する利用者の数が当該事業所の利用者の数の50％以上で
ある場合に加算。

１１

R6新設

R6変更



Ｎｏ． 加算の種類
併用不可の
加算のNO

単位 届出
算定
対象

算定
方法

主な要件

6

重度障害者支援
加算

（Ⅰ）

7

50 不要
特定
者

日ごと

区分6（障害児ではこれに相当する状態）で、意思疎通に著しい支障がある、次の①又は②に該当する者（重度障害者等包括支援の対
象となる者）に指定短期入所等を行った場合に加算。
①重度訪問介護の対象となる心身の状態にある者であって、四肢すべてに麻痺等があり、かつ寝たきりの者のうち、次の(ア)又は(イ)に
該当する者

（ア）人工呼吸器による呼吸管理を行っている者
（イ）最重度の知的障害者

②障害支援区分認定調査項目の中で定められた項目の行動関連項目の合計が10点以上の者
※医療型短期入所サービス費又は医療型特定短期入所サービス費を算定している場合は算定不可

+α① 100 必要
特定
者

日ごと
重度障害者支援加算(Ⅰ)が算定されている指定短期入所事業所等において、行動関連項目合計点数が10点以上の者（障害児は強度
行動障害判定基準表合計点数が20点以上）に対し、強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者が作成した支援計画シート等に
基づき強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者が指定短期入所の提供を行った場合に加算

+α② 50 必要
特定
者

日ごと
+α①が算定されている指定短期入所事業所等において、行動関連項目合計点数が18点以上の者（障害児は強度行動障害判定基準
表合計点数が30点以上）に対し、中核的人材養成研修修了者又は当該者から適切な助言及び指導を受けた実践研修修了者が作成し
た支援計画シート等に基づき指定短期入所の提供を行った場合に加算

7

（Ⅱ）

6

30 不要
特定
者

日ごと
・強度行動障害児者（障害支援区分4以上かつ行動関連項目合計点数が10点以上の者（障害児は障害児支援区分2以上かつ強度行
動障害判定基準表合計点数が20点以上））に指定短期入所等を行った場合に加算
※重度障害者支援加算(Ⅰ)を算定している場合は算定不可

+α③ 70 必要
特定
者

日ごと
重度障害者支援加算(Ⅱ)が算定されている指定短期入所事業所等において、行動関連項目合計点数が10点以上の者（障害児は強度
行動障害判定基準表合計点数が20点以上）に対し、強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者が作成した支援計画シート等に
基づき強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者が指定短期入所の提供を行った場合に加算

+α④ 50 必要
特定
者

日ごと
+α③が算定されている指定短期入所事業所等において、行動関連項目合計点数が18点以上の者（障害児は強度行動障害判定基準
表合計点数が30点以上）に対し、中核的人材養成研修修了者又は当該者から適切な助言及び指導を受けた実践研修修了者が作成し
た支援計画シート等に基づき指定短期入所の提供を行った場合に加算

8

単独型加算

- 320 必要 全員 日ごと 単独型事業所において指定短期入所を行った場合に加算

9 - 100 不要
特定
者

日ごと
利用者が日中活動を利用する等により、福祉型短期入所サービス費（Ⅱ）又は（Ⅳ）、福祉型強化短期入所サービス費（Ⅱ）又は（Ⅳ）を
算定している日（入所日及び退所日を除く。）であって、短期入所事業所における支援が18時間（就寝の時間を含む。）を超える場合に
ついてはさらに加算 １２

R6新設

R6新設

R6新設

R6新設

R6新設



１３

Ｎｏ． 加算の種類
併用不可の
加算のNO

単位 届出
算定
対象

算定
方法

主な要件

10

医療連携
体制加算

（Ⅰ）
２・１３・１４・
１５・１６・１７

32 不要 特定者 日ごと

８人以下

1時間未満
看護職員を訪問させ看護を行った場合に当該看護を受けた利用者に
対して加算
（1回の訪問につき利用者がⅠ・Ⅱ・Ⅲ合わせて8名まで）
（左記は、対象利用者１人に対し看護を提供する時間）
※Ⅳ、Ⅴで医療的ケアに該当した方以外 ・あらかじめ医療連携体制加算に係る

業務について事業所と医療機関等とが
委託契約を締結する。
・利用者の主治医から指示を受ける
(内容については書面で残す)。
・看護の提供は具体的な看護内容等を
記録しておく。
・主治医に対し定期的に医療的ケアの
実施状況を報告する。
・看護職員の派遣については事業所に
配置も可
・看護の提供または喀痰吸引等に係る
指導上必要となる衛生材料、医薬品等
の費用は短期入所事業所等が負担す
るものとする。
・医薬品等が医療保険の算定対象となる
場合は、適正な診療報酬を請求する。

※以下を算定している場合若しくは障害
 者支援施設等での指定短期入所の
場合は、算定不可

・福祉型強化短期入所サービス費(福祉
型強化・福祉型強化特定)
・医療型短期入所サービス費
・医療型特定短期入所サービス費
・共生型短期入所（福祉型強化）サービ
ス費

11 （Ⅱ）
２・１３・１４・
１５・１６・１７

63 不要 特定者 日ごと
１時間以上
２時間未満

12 （Ⅲ）
２・１３・１４・
１５・１６・１７

125 不要 特定者 日ごと ２時間以上

13 （Ⅳ）

（１）

２・１０・１１・
１２・１４・１５・

１７

960 不要 特定者 日ごと １人

４時間未満

看護職員を訪問させ、次の①又は②に該当する利用者1人に対して4
時間未満の看護を行った場合に当該看護を受けた利用者に対して加
算（1回の訪問につき利用者がⅣ・Ⅴ合わせて8名まで）
①医療的ケア判定スコアの項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を
必要とする状態である者
②医師意見書により医療が必要であるとされる者

（２） 600 不要 特定者 日ごと ２人

（３） 480 不要 特定者 日ごと
３人以上
８人以下

14 （Ⅴ）

（１）

２・１０・１１・
１２・１３・１５・

１７

1600 不要 特定者 日ごと １人

４時間以上

看護職員を訪問させ、次の①又は②に該当する利用者1人に対して4
時間以上の看護を行った場合に当該看護を受けた利用者に対して加
算（1回の訪問につき利用者がⅣ・Ⅴ合わせて8名まで）
①医療的ケア判定スコアの項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を
必要とする状態である者
②医師意見書により医療が必要であるとされる者

（２） 960 不要 特定者 日ごと ２人

（３） 800 不要 特定者 日ごと
３人以上
８人以下

15 （Ⅵ）

（１）

１０・１１・１２・
１３・１４・１７

2000 不要 特定者 日ごと １人

８時間以上

看護職員を訪問させ、次の①又は②に該当する利用者1人に対して8
時間以上の看護を行った場合に当該看護を受けた利用者に対して加
算（1回の訪問につき利用者がⅤ・Ⅵ合わせて3名まで）。
※医師による「判定スコア」が必要
①医療的ケア判定スコアの項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を
必要とする状態である者
②スコア表のそれぞれの項目に係る基本スコア及び見守りスコアを合
算し、16点以上である者

（２） 1500 不要 特定者 日ごと ２人

（３） 1000 不要 特定者 日ごと ３人



Ｎｏ. 加算の種類
併用不可の
加算のNO

単位 届出
算定
対象

算定
方法

主な要件

16

医療連携体制加算

（Ⅶ）
２・１０・
１１・
１２

500 不要
特定
者

日ごと

看護職員を訪問させ、認定
特定行為業務従事者に喀痰
吸引等に係る指導を行った
場合に、たんの吸引等が必
要となる利用者につき加算
（看護職員１人１日当たり）

・喀痰吸引等研修受講後、喀痰吸引等事業者（特定行為事業者）の登録をする。
・あらかじめ医療連携体制加算に係る業務について事業所と医療機関等とが

委託契約を締結する。
・利用者の主治医から指示を受ける(内容については書面で残す)。
・看護の提供は具体的な看護内容等を記録しておく。
・主治医に対し定期的に医療的ケアの実施状況を報告する。
・看護職員の派遣については事業所に配置も可
・看護の提供または喀痰吸引等に係る指導上必要となる衛生材料、医薬品等の

費用は短期入所事業所等が負担するものとする。
・医薬品等が医療保険の算定対象となる場合は、適正な診療報酬を請求する。

※福祉型短期入所サービス費（福祉
型強化・福祉型強化特定）、医療型短
期入所サービス費又は医療型特定短
期入所サービス費を算定している場合
は算定不可

17 （Ⅷ）
１０・１１・
１２・１３・
１４・１５

100 不要
特定
者

日ごと

喀痰吸引等が必要な者に対
して、認定特定行為業務従
事者が喀痰吸引等を実施し
た場合に加算

※福祉型強化短期入所サービス費、
医療型短期入所サービス費又は医療
型特定短期入所サービス費を算定し
ている場合は算定不可

18 （Ⅸ） ２ 39 必要 全員 日ごと

・基本報酬を算定している利用者全員が算定対象
・都に届け出た適用開始日以降、日ごとに算定可
・看護師を配置（看護資格を有するＳＳ従事者の配置でも可）

または訪看ｓｔとの契約により看護師を確保（准看護師は不可）
・看護師により24時間連絡できる体制を確保すること
・日常的な健康管理、医療ニーズが必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備すること
・看護師1人につき算定可能な利用者数の上限はなし

※福祉型短期入所サービス費（福祉
型強化・福祉型強化特定）、医療型短
期入所サービス費、医療型特定短期
入所サービス費又は共生型短期入所
（福祉型強化）サービス費を算定して
いる場合、若しくは障害者支援施設等
での指定短期入所は算定不可

19

栄養士配置加算

（Ⅰ） 20 22 必要 全員 日ごと
常勤の管理栄養士又は栄養士を１名以上配置している場合に加算。
※医療型短期入所サービス費又は医療型特定短期入所サービス費を算定している場合は算定不可

20 （Ⅱ） 19 12 必要 全員 日ごと
非常勤の管理栄養士又は栄養士を１名以上配置している場合に加算。
※医療型短期入所サービス費又は医療型特定短期入所サービス費を算定している場合は算定不可

21 利用者負担額上限管理加算 - 150 不要
特定
者

月ごと 指定短期事業者又は共生型短期入所事業者が利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき加算。

１４



No. 加算の種類
併用不可の
加算のNO

単位 届出
算定
対象

算定
方法

主な要件

22 食事提供体制加算 - 48 必要
特定
者

日ごと

収入が一定額以下の利用者に対して、事業所が原則として当該施設内の調理室を使用して下記①～③までのいずれにも適合する食事の提
供を行った場合に、1日つき加算
①管理栄養士または栄養士が献立作成に関わること（外部委託可）又は、栄養ケア・ステーションもしくは保健所等の管理栄養士または栄養士
が栄養面について確認した献立であること
②利用者ごとの摂食量を記録していること
③利用者ごとの体重やBMIを概ね6月に1回記録していること
※令和9年3月31日までの経過措置

23

緊急短期入所受入
加算

（Ⅰ） 24 270 不要
特定
者

日ごと

福祉型短期入所サービス費（福祉型・福祉型強化・福祉型強化特定）又は共生型短期入所（福祉型・福祉型強化）サービス費を算定している
指定短期入所事業所が居宅において介護を行う者の急病等の理由により、短期入所を緊急に行った場合に、当該緊急利用者が入所した日
から起算して7日を限度として加算

24 （Ⅱ） 23 500 不要
特定
者

日ごと
医療型短期入所サービス費又は医療型特定短期入所サービス費を算定している指定短期入所事業所が居宅において介護を行う者の急病等
の理由により、短期入所を緊急に行った場合に、当該緊急利用者が入所した日から起算して7日を限度として加算

25 定員超過特例加算 40 50 不要 全員 日ごと
居宅においてその介護を行う者の急病等の理由により、定員超過利用減算となる利用者の基準を超えて緊急に受け入れを行った場合、10日
を限度として加算

26

特別重度支援加算

（Ⅰ） 27・28 610 不要
特定
者

日ごと
医療型短期入所サービス費又は医療型特定短期入所サービス費を算定している事業所が、別表いずれかの項目に規定する状態が６か月以
上継続する場合に、別表のそれぞれのスコアを合算し、25点以上である者に対して、指定短期入所等を行った場合に算定。

27 （Ⅱ） 26・28 297 不要
特定
者

日ごと
医療型短期入所サービス費又は医療型特定短期入所サービス費を算定している事業所が、別表いずれかの項目に規定する状態が6か月以
上継続する場合に、別表のそれぞれのスコアを合算し、10点以上である者に対して、指定短期入所等を行った場合に算定。

28 （Ⅲ） 27・28 120 不要
特定
者

日ごと

医療型短期入所サービス費又は医療型特定短期入所サービス費を算定している事業所が、次に掲げるいずれかの状態が一定の期間や頻度
で継続している者に対して、指定短期入所等を行った場合に算定。

①常時頻回の喀痰吸引を実施している状態
②呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態
③中心静脈注射を実施している状態
④人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態
⑤重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態
⑥暴行または直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規則別表第5号に掲げる身体障害者障害程度等級表の4級以上に該当し、

 かつ、ストーマ処置を実施している状態
⑦経鼻胃管や胃ろう等の経管栄養が行われている状態
⑧褥瘡に対する治療を実施している状態
⑨気管切開が行われている状態 １５

R6変更

R6変更

R6変更



No. 加算の種類
併用不可の
加算のNO

単位 届出
算定
対象

算定
方法

主な要件

29 送迎加算 - 186 必要
特定
者

１回
利用者の居宅等と指定短期入所事業所との間の送迎を行った場合に、片道につき加算。
同一敷地内の他の事業所等との間の送迎を行った場合は所定単位数の70％を算定。

30 日中活動支援加算 - 200 必要
特定
者

日ごと

医療型短期入所サービス費又は医療型特定短期入所サービス費を算定している場合で、次の（１）～（３）のいずれも満たす者として届け出た指
定短期入所事業所において、日中活動実施計画が作成されている利用者に対して指定短期入所を行った場合に算定

（１）保育士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同して利用者ごとの日中活動実施計画を作成していること
（２）利用者ごとの日中活動実施計画に従い保育士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が指定短期入所を行っているとともに、利用者

 の状態を定期的に記録していること
（３）利用者ごとの日中活動実施計画の実施状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること

31

医療型短期入所
受入前支援加算

（Ⅰ） - 1000 不要
特定
者

日ごと

指定短期入所事業所の医師又は看護職員が、利用を希望する医療的ケア児者に対して、当該指定短期入所事業所を利用する前日までに、自
宅等へ訪問し、医療的ケアの手技等を確認した上で、短期入所を行った場合に、利用開始日について加算
※医療型短期入所サービス費を算定する事業所で算定可
※福祉型短期入所サービス費（福祉型・福祉型強化・福祉型強化特定）を算定している場合は算定不可

32 （Ⅱ） - 500 不要
特定
者

日ごと

指定短期入所事業所の医師又は看護職員が、利用を希望する医療的ケア児者に対して、当該短期入所事業所を利用する前日までに、テレビ
電話装置等を活用することにより、医療的ケアの手技等を確認した上で、短期入所を行った場合に、利用開始日について加算
※医療型短期入所サービス費を算定する事業所で算定可
※福祉型短期入所サービス費（福祉型・福祉型強化・福祉型強化特定）を算定している場合は算定不可

33

集中的支援加算

（Ⅰ） - 1000 不要
特定
者

日ごと

・強度行動障害者の状態が悪化した場合に、
・都が選定する広域的支援人材を指定共同生活援助事業所等に訪問させ（情報通信機器を用いた地域外からの指導助言も含む)、集中的支援
を行った場合
・支援開始月から起算して３月以内の期間に限り１月に４回を限度に算定可
※本加算を算定する事業所等は、広域的支援人材に対して、本加算を踏まえた適切な額の費用を支払うこと

34 （Ⅱ） - 500 不要
特定
者

日ごと

・強度行動障害者の状態が悪化した場合に、
・集中的な支援を提供できる体制を備えているものとして、都が選定する指定共同生活援助事業所等が、他の指定障害福祉サービス事業所等
から当該障害者を受け入れ、集中的支援を行った場合
・支援開始月から起算して３月以内の期間について日ごとに算定可
※（Ⅱ）を算定する場合は（Ⅰ）も算定可能

１６
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No. 加算の種類
併用不可の
加算のNO

単位 届出
算定
対象

算定
方法

主な要件

35

福祉専門職員配置加算

- 15 必要 全員 日ごと
共生型短期入所事業所が、地域に貢献する活動を行い、かつ、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、公認心理師の資格保有者が３５％
以上雇用されていること。

36 - 10 必要 全員 日ごと
共生型短期入所事業所が、地域に貢献する活動を行い、かつ、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、公認心理師の資格保有者が2５％
以上雇用されていること。

37

地域生活支援拠点
等である場合の加算

- - 100 必要 全員 日ごと
区市町村により地域生活支援拠点等として位置付けられている指定短期入所事業所又は共生型短期入所事業所については、利用開始日につ
いて加算。

38 +α - 200 必要 全員 日ごと

上記加算に加えて、事業所等の従業者のうち、市町村及び指定障害福祉サービス事業者等、医療機関、基幹相談支援センターその他の関係
機関との連携及び調整に従事する者を１名以上配置し、医療的ケアが必要な児者、重症心身障害児者又は強度行動障害を有する児者に対し、
指定短期入所を行った場合に利用開始日について、加算

39
福祉・介護職員等処遇改善
加算

-

※加算類
型及び

サービス
類型による

必要 全員 日ごと

福祉・介護職員の賃金の改善等を実施している事業所で指定短期入所を行った場合に加算（加算率については、併設型・空床利用型について
は本体施設の加算率を適用。単独型については生活介護の加算率を適用）等
※詳細は処遇改善担当へ

手続き等の窓口は処遇改善加算担当（障害福祉）になります。
連絡先（障害者施策推進部地域生活支援課の福祉・介護職員処遇改善（特別）加算の専用ヘルプデスク）：03-5320-4230
（居住支援担当への手続きだけでは算定できません）

１７
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Ｎｏ． 加算の種類
併用不可の
加算のNO

単位 届出
算定
対象

算定
方法

主な要件

40 定員超過利用減算 2・23 70／100 必要 全員 日ごと

＜１日当たりの利用実績によるもの＞
１日の利用者の数が、利用定員の１１０％を超える場合

＜過去３月間の利用実績によるもの＞
直近の過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た数の１０５％を超える場合

※各種加算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単位数の合計数ではない

41 人員欠如減算

生活支援員、
看護職員等
の欠如

2・23 70／100 必要 全員 日ごと 減算が適用される月から３月未満の月について減算
○人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合その翌月から人員欠如が解消される
に至った月まで、利用者の全員について減算
○人員基準上必要とされる員数から１割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員欠如が
解消されるに至った月まで、利用者の全員について減算される
（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く）
※各種加算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単位数の合計数ではない

2・23 50／100 必要 全員 日ごと 減算が適用される月から連続して３月以上の月について減算

管理者の
欠如

2・23 70／100 必要
利用者
全員

日ごと 減算が適用される月から５月未満の月について減算 その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について減算
（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く）
※各種加算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単位数の合計数ではない
※共生型障害福祉サービスは適用外2・23 50／100 必要 全員 日ごと 減算が適用される月から連続して５月以上の月について減算

42 虐待防止措置未実施減算 - 99/100 不要 全員 日ごと

①虐待防止委員会の敵的な開催及び結果の従業者への周知徹底
②従業者に対する定期的な研修の実施
③担当者の配置 がされていない場合、基本報酬の減算。
※各種加算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単位数の合計数ではない

43 身体拘束廃止未実施減算 - 99/100 必要 全員 日ごと
施設等において身体拘束等が行われていた場合ではなく求められる記録が
行われていない場合

事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について減算
※各種加算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単位数の合計数ではない

44 業務継続計画未策定減算 - 99/100 不要 全員 日ごと

①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務
継続計画）を策定する。
②業務継続計画に従い必要な措置を講ずる が適応していない場合減算。
※各種加算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単位数の合計数ではない。
※令和７年３月３１日まで「指針の整備」及び「非常災害に関する具体的計画」の策定を行っている場合は経過措置にて減算適用なし。

45 情報公表未報告減算 - 95/100 不要 全員 日ごと
障害者総合支援法第76条の3の規定に基づく情報公表に係る報告がされていない場合に減算。
※各種加算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単位数の合計数ではない。
※更新に係る申請をされた際は当該申請に係る事業所から障害者総合支援法第76条の3の規定に基づく情報公表に係る報告を都道府県知事等は確認する。

46 大規模減算 - 90／100 必要 全員 日ごと
単独型の指定短期入所事業所において、運営規程に定める利用定員が20人以上の場合
※各種加算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単位数の合計数ではない

５ 【国報酬】各種減算について～概要～

（例） 利用定員50人の施設の場合
（50人×31日）＋（50人×30日）＋（50人×31日）＝ 4,600人

4,600人×105％＝4,830人（受入れ可能延べ利用者数）
※ ３月間の総延べ利用者数が4,830人を超える場合に減算となる。

どちらかに当てはまった場合
に減算



都加算制度の概要

■目的
区市町村が支出する障害者（児）短期入所事業等に要する経費に対し、東京都がその一部を補助し、もって事業の円滑な執行を図ること。

■項目

○障害支援区分毎の単価の設定（障害支援区分に応じ、重度の利用者を支援する事業者の努力を評価）

○医療連携体制加算(Ⅳ)－(１)、(Ⅳ)－(２)、(Ⅳ)－(３)、(Ⅶ)、(Ⅷ)（医療支援を必要とする利用者を受け入れる事業者の努力を評価）

・事業者が国加算の医療連携体制加算を取得した場合に、都加算を上乗せすることで、医療支援を必要とする利用者の受け入れを促進する。

○精神科医療連携体制加算（精神科医療との連携を評価）

・精神障害者の安定した地域生活に重要である精神科医療や家族との連携について、専門職を配置するなどの体制を整備し、当該精神障害者の地域生活を支援している事業所を評価する。

■補助要件
（１） ３年に１回、福祉サービス第三者評価を受審すること。
（２） 事業を運営するにあたり、具体的な事業内容を記載し業計画をあらかじめ作成し、事業内容に変更が生じた場合は、

適宜更新を行っていること。原則、都に事業計画を提出すること。
（３） 上記（１）及び（２）に係る書類について、都又は区市町村から求めがあった場合は、これを速やかに提出すること。

基本額（ ＋ ） ＋ 加算（ ＋ ）都１ 国２国１ 都２

都（精神科医療連携体制加算）

都（医療連携体制加算）
都（基本額）
×利用日数

国加算

国（基本単価）
×利用日数

場合によっては、
国基本報酬から以下の減算
人員欠如減算分

定員超過減算分
大規模減算分
身体拘束記録未作成分

国２

都１

国１

都２

１９



事業所更新時講習会 巻末資料

令和3年度報酬改定に伴い義務化された取組み

施設・事業所における虐待防止体制の整備の徹底について（通知）

施設・事業所における事故等防止対策の徹底について（通知）

食事の提供に要する費用、光熱水費及び居室の提供に要する費用に係る利用料等に関する指針

【厚生労働省告示】

障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて【厚生労働省通知】

障害福祉サービス等情報公表制度の施行について

令和6年度 福祉人材確保対策施策集（障害分野） 【東京都福祉局】
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令和3年度報酬改定に伴い義務化された取組み

虐待防止・権利擁護の取組み

• 虐待防止委員会の設置・年１回以上
の開催と検討内容の従業者周知

• 虐待防止等担当者の設置

• 従業者への研修の実施 年１回以上

身体拘束の適正化の取組み

• 身体拘束を行う場合、その態様、時間、状況、理由等の記録

• 対策検討委員会の年１回以上の開催・検討結果の従業者への周知

• 身体拘束の適正化に関する指針の整備

• 従業者への研修の年１回以上の実施

「業務継続計画」の策定その他の取組み

• （ア）感染症に係る業務継続計画及び（イ）災害に係る業務継続計画の策定

• 当該計画に従って、職員の研修及び訓練（シミュレーション）の年１回以上の実施

（a）平時からの備え・対応（ライフライン途絶時の対策・必要品の備蓄）

（b）緊急体制を発動させる基準や初動対応

（c）関係機関や地域との連携・情報共有等

業務継続
計画の内容

感染症の予防及びまん延の防止等の取組み

• 感染症の予防及びまん延の防止等の委員会の設置・開催と検討内容の周知（３月に１回以上）

• 感染症の予防及びまん延の防止等に関する指針の整備

• 従業者への研修の実施 年２回以上

• 訓練（シミュレーション）の実施 年２回以上

■ 令和４年度から義務化

■ 令和６年度から本格義務化 （経過措置３年）

※不適切な場合、減算あり

※対応強化に対する加算あり

※不適切な場合、減算あり
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福祉人材確保対策施策集
( https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kiban/fukushijinzai/suishinkyougikai/jinzaisesakushu )
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福祉人材確保対策施策集
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福祉人材確保対策施策集
( https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kiban/fukushijinzai/suishinkyougikai/jinzaisesakushu )
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